
オープンイノベーションに係る 
企業の意思決定プロセスと課題認識 

について 

平成2８年1月1８日 
経済産業省 産業技術環境局 

  

資料４ 



• 企業の意思決定プロセスにおいて、どの段階にどのような課題が存在するのかを
明らかにするため、アンケート調査を実施。 

 研究開発投資額上位１０００社を対象。これまでリーチしていた研究開発部門
ではなく、経営企画部に対して調査を実施。 

 １２月中旬に発送し、１１３社から回答を得たところ。（１月４日時点） 
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(n=111) 

 １.企業内の意思決定プロセス 
 ２.オープンイノベーションの推進に向けた取組 
 ３.オープンイノベーションの推進に係る課題認識 
について、オープンイノベーションの活発化状況に係る認識差も踏まえな
がら、課題を明らかにしていく。 

オープンイノベーションに係る企業の意思決定プロセスと課題認識に係る調査について 

自社内のみで研究 

ベンチャー企業のM＆A 

研究開発しないこと
を決定 

切り出し 
研究開発テーマの提案 

全社戦略の策定 

死蔵 

外部連携（共同研究やライセンスイン）して研究 研究開発実施の決定 

企業の意思決定プロセス（イメージ） 
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○ 売上高（連結） 

※ 売上全体に占める海外売上高の割合 
  ：39.2％ 

回答企業の属性(1/2) 
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１千人未満 

１千人以上・１万人未満 

１万人以上・１０万人未満 

１０万人以上 

0 10 20 30 40 50 60

(n=113) 

（社） 

最小値：14人 
最大値:約34万人 

最小値：0.3億円 
最大値:約27兆円 

最小値：5.8億 
最大値:9380億 

(n=113) 
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○研究開発費 

活発化 
している 
47% 

ほとんど 
変わらな
い 

50% 

後退して
いる 
3% 

○１０年前と比較した 
オープンイノベーションの活発化に係る認識 

(n=111) 
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１万人以上 
(n=101) 

○研究開発従事者数 

回答企業の属性(2/2) 

最小値：4人 
最大値:15,000人 

9.9% 

19.8% 

32.4% 

10.8% 

18.0% 

4.5% 

2.7% 
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５０億円以上・１百億円未満 

１百億円以上・５百億円未満 
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５千億円以上 (n=111) 

最小値：3.8億円 
最大値：9105億円 



１.企業内の 
意思決定プロセス 



ＣＥＯ・
社長 
36% 

取締役
会 

58% 

その他 
6% ＣＥ

Ｏ・社
長 

38% 
取締役
会 

58% 
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1. 全社戦略の策定 
• 95％以上の企業で、CEO・社長、取締役会が決定。活発化認識の差による違
いは特になし。 
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＜新規事業を含む全社戦略（中長期戦略）の策定にかかる最終決定者＞ 

ＣＥ
Ｏ・社
長 

37% 取締
役会 
58% 

その他 
5% 

［全体］ ［活発化している］ 

(n=52) (n=55) (n=110) 

［殆ど変わらない］ 

自社内のみで研究 

ベンチャー企業のM＆A 
研究開発しないこと

を決定 
切り出し 

研究開発テーマの提案 

全社戦略の策定 

死蔵 

外部連携（共同研究やライセンスイン）して研究 研究開発実施の決定 



２. 研究開発テーマの提案（提案者） 
• 研究開発テーマは、研究開発部門や事業部門等からボトムアップで提案される
ことが多い。活発化を認識している企業ほど、事業部門からの提案が多い。 

7 

23.4% 
14.4% 

2.7% 
85.6% 

25.2% 
61.3% 

27.0% 
11.7% 

0.0% 
2.7% 
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ＣＴＯ 

取締役会 
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経営・企画部門 
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営業・販売マーケティング部門 
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全
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活
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23.2% 
14.3% 

5.4% 
87.5% 

28.6% 
50.0% 

37.5% 
5.4% 

0.0% 
1.8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＣＥＯ・社長 
ＣＴＯ 

取締役会 
研究・開発部門 
経営・企画部門 

事業部門 
営業・販売マーケティング部門 

製造・生産部門 
社外コンサルタント 

その他 

ほ
とん
ど変

わ
らな
い

 (
n=

56
) 

(上位３つ選択） 

自社内のみで研究 

ベンチャー企業のM＆A 
研究開発しないこと

を決定 
切り出し 

研究開発テーマの提案 

全社戦略の策定 

死蔵 

外部連携（共同研究やライセンスイン）して研究 研究開発実施の決定 

＜研究開発テーマの提案主体＞ 



41.4% 

53.8% 

30.4% 

58.6% 

46.2% 

69.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=111) 

活発化している (n=52) 

ほとんど変わらない (n=56) 

ある ない 

＜予算規模により新規事業に係る新しい研究開発テーマの決裁者が異なることがあるか＞ 
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• 41％の企業で新規事業に係る新しい研究開発テーマの決裁者が異なっており、
オープンイノベーションの活発化を認識している企業ほど、予算規模によって決裁者
を変えている。 

3-1. 研究開発テーマの決裁（決裁権限が異なるか） 

自社内のみで研究 

ベンチャー企業のM＆A 
研究開発しないこと

を決定 
切り出し 

研究開発テーマの提案 

全社戦略の策定 

死蔵 

外部連携（共同研究やライセンスイン）して研究 研究開発実施の決定 
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50.0% 

84.6% 
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64.3% 
28.6% 

50.0% 
15.4% 
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取締役会 (n=15) ほ
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わ
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予算規模による決裁権限を有する 決裁権限を有していない 
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58.8% 

78.6% 
11.8% 
10.5% 

25.0% 
20.0% 

41.2% 
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マネージャー (n=14) 
部長・研究所長 (n=17) 

各部門の最高責任者 (n=19) 
ＣＴＯ (n=12) 
ＣＥＯ (n=15) 

取締役会 (n=17) 

活
発
化
して
い
る

 

• オープンイノベーションの活発化を認識している企業ほど、取締役・CEOで決裁して
いる比率が低く、部長・研究所長、CTOで決裁する比率が高い。 

28.6% 
80.6% 

93.9% 
63.6% 

82.1% 
71.9% 

71.4% 
19.4% 

6.1% 
36.4% 

17.9% 
28.1% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

マネージャー (n=28) 
部長・研究所長 (n=31) 

各部門の最高責任者 (n=33) 
ＣＴＯ (n=22) 
ＣＥＯ (n=28) 

取締役会 (n=32) 

全
体

 

＜決裁権限の所在＞ 

3-2. 研究開発テーマの決裁（決裁権限の所在） 

※予算規模によって決裁者が異なると回答した企業のうち、それぞれの職位において、決裁権限が存在するか否かを質問 
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• 全体として、自社単独での開発が61％。 
• オープンイノベーションの活発化を認識している企業ほど、国内の大学、国内の公的
研究機関、国内・国外のベンチャー企業との連携が進んでいる。 

 （件数ベース）  全体 
(n=97) 

活発化している 
(n=41) 

ほとんど変わらない 
(n=55) 

自社単独での開発 61.4  58.3  63.7  
グループ内企業との連携 8.4  10.3  7.0  
国内の同業他社との連携（水平連携） 2.7  2.7  2.7  
国内の同じバリューチェーン内の他社との連携(垂直連携) 5.6  5.3  6.0  
国内の他社との連携(異業種連携) 3.9  3.9  3.9  
国内の大学との連携 8.6  9.2  8.0  
国内の公的研究機関との連携 3.1  3.6  2.7  
国内のベンチャー企業との連携 0.9  1.5  0.4  
海外の大学との連携 1.2  1.1  1.2  
海外の公的研究機関との連携 0.3  0.3  0.2  
海外企業との連携（ベンチャー企業を除く） 1.5  1.5  1.5  
海外のベンチャー企業との連携 0.4  0.9  0.1  
他企業等からの受託 2.1  1.3  2.5  

< 

＞ 
＞ 
≫ 

単位：％ 

４-1. 外部連携をするか否かの決定（研究開発の実施方法） 

≫ 

＜研究開発全体における自社単独/外部連携の割合＞ 



４-2. 外部連携をするか否かの決定（決定者） 
• 外部連携をするか否かについて、約25％においてCEO・社長が、約60％において
部長・研究所長や各部門の最高責任者が決定。 

• 活発化を認識している企業ほど、部長・研究所長や各部門の最高責任者に権限
委譲されている。 

1.8% 

1.9% 

1.8% 

26.4% 

30.8% 

23.6% 

0.9% 

1.9% 

33.6% 

30.8% 

34.5% 

9.1% 

11.5% 

7.3% 

24.5% 

19.2% 

29.1% 

3.6% 

3.8% 

3.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=110) 

活発化している (n=52) 

ほとんど変わらない (n=55) 

研究開発実施担当者 部長・研究所長  オープン・イノベ－ションを推進する組織 
各部門の最高責任者 ＣＴＯ ＣＥＯ・社長 
その他 

自社内のみで研究 

ベンチャー企業のM＆A 
研究開発しないこと

を決定 
切り出し 

研究開発テーマの提案 

全社戦略の策定 

死蔵 

外部連携（共同研究やライセンスイン）して研究 研究開発実施の決定 
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＜外部連携をするか否かの決定者＞ 



77.3% 

74.8% 

75.7% 

64.9% 

65.8% 

15.3% 

21.6% 

15.6% 

20.9% 

24.3% 

21.6% 

32.4% 

33.3% 

57.7% 

60.4% 

50.5% 

1.8% 

0.9% 

2.7% 

2.7% 

0.9% 

27.0% 

18.0% 

33.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自社と連携先候補の技術的な優位性の比較 (n=110) 

自社単独実施の場合と連携する場合の研究開発スピードの比較 (n=111) 

自社単独実施の場合と連携する場合のコストの比較 (n=111) 

連携する場合、事業化後の役割分担をうまく構築できるか (n=111) 

連携する場合の知財権の扱い (n=111) 

自社単独で開発したいという研究開発者のマインド (n=111) 

オープン・イノベーションに対する上層部の姿勢 (n=111) 

オープン・イノベーションを推進する組織からの助言 (n=109) 

全
体

 

非常に重視する 多少考慮する程度 ほとんど関係ない 

• 全体として、技術優位性、スピード、コスト等の技術的事項および連携後の事業
化時の役割分担や知財権の扱いを重視。 

• 活発化を認識している企業ほど、技術優位性・スピードの比較、上層部やオープン
イノベーションを推進する組織からの助言を重視する割合が高い。 
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＜外部連携をするか否かの判断における重視事項＞ 

４-3. 外部連携をするか否かの決定（重視事項）(1/2) 
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86.5% 

80.8% 

76.9% 

65.4% 

69.2% 

19.2% 

28.8% 

23.5% 

11.5% 

19.2% 

19.2% 

32.7% 

30.8% 

50.0% 

51.9% 

45.1% 

1.9% 

0.0% 

3.8% 

1.9% 

0.0% 

30.8% 

19.2% 

31.4% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自社と連携先候補の技術的な優位性の比較 (n=52) 

自社単独実施の場合と連携する場合の研究開発スピードの比較 (n=52) 

自社単独実施の場合と連携する場合のコストの比較 (n=52) 

連携する場合、事業化後の役割分担をうまく構築できるか (n=52) 

連携する場合の知財権の扱い (n=52) 

自社単独で開発したいという研究開発者のマインド (n=52) 

オープン・イノベーションに対する上層部の姿勢 (n=52) 

オープン・イノベーションを推進する組織からの助言 (n=51) 

活
発
化
して
い
る

 

非常に重視する 多少考慮する程度 ほとんど関係ない 

67.3% 

67.9% 

75.0% 

64.3% 

60.7% 

8.9% 

12.5% 

7.3% 

30.9% 

30.4% 

23.2% 

32.1% 

37.5% 

66.1% 

69.6% 

58.2% 

1.8% 

1.8% 

1.8% 

3.6% 

1.8% 

25.0% 

17.9% 

34.5% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自社と連携先候補の技術的な優位性の比較 (n=55) 

自社単独実施の場合と連携する場合の研究開発スピードの比較 (n=56) 

自社単独実施の場合と連携する場合のコストの比較 (n=56) 

連携する場合、事業化後の役割分担をうまく構築できるか (n=56) 

連携する場合の知財権の扱い (n=56) 

自社単独で開発したいという研究開発者のマインド (n=56) 

オープン・イノベーションに対する上層部の姿勢 (n=56) 

オープン・イノベーションを推進する組織からの助言 (n=55) 

ほ
とん
ど変

わ
らな
い

 

非常に重視する 多少考慮する程度 ほとんど関係ない 

４-3. 外部連携をするか否かの決定（重視事項）(2/2) 



7.3% 

11.8% 

3.6% 

40.9% 

37.3% 

44.6% 

44.5% 

41.2% 

46.4% 

7.3% 

9.8% 

5.4% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=110) 

活発化している (n=51) 

ほとんど変わらない (n=56) 

各部門の最高責任者 ＣＴＯ ＣＥＯ・社長 取締役会 その他 

5-1. ベンチャー企業の買収（決定者） 
• ベンチャー企業の買収について、85％の企業においてCEO・社長、取締役が決定。 
（※外部連携の決定の場合は、CEO・社長、取締役の決定は約25％） 
• 活発化を認識している企業ほど、各部門の最高責任者に権限が委譲されている。 

14 

＜ベンチャー企業買収における決定者＞ 

自社内のみで研究 

ベンチャー企業のM＆A 
研究開発しないこと

を決定 
切り出し 

研究開発テーマの提案 

全社戦略の策定 

死蔵 

外部連携（共同研究やライセンスイン）して研究 研究開発実施の決定 



19.6% 

34.8% 

30.4% 

58.7% 

28.3% 

41.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

リスクが大きく、担当者が提案することに躊躇する 

リスクが大きく、決裁権者が承認することに躊躇する 

社内調整に労力がかかる 

買収したい企業を探すのが大変である 

相手企業の同意を得るのが大変である 

買収後に組織に適合してもらうのが大変である 活
発
化
して
い
る

 (
n=

46
) 

31.5% 
44.4% 

25.9% 
55.6% 

14.8% 
38.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

リスクが大きく、担当者が提案することに躊躇する 
リスクが大きく、決裁権者が承認することに躊躇する 

社内調整に労力がかかる 
買収したい企業を探すのが大変である 
相手企業の同意を得るのが大変である 

買収後に組織に適合してもらうのが大変である 

ほ
とん
ど変

わ
らな
い

 
(n

=
54

) 

• 提案にかかる担当者の躊躇、承認にかかる決裁者の躊躇については、活発化を認
識している企業ほど、阻害要因として認識していない。 
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5-2. ベンチャー企業の買収（阻害要因） 

＜ベンチャー企業買収における阻害要因＞ 

25.2% 
39.8% 

29.1% 
58.3% 

21.4% 
40.8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

リスクが大きく、担当者が提案することに躊躇する 
リスクが大きく、決裁権者が承認することに躊躇する 

社内調整に労力がかかる 
買収したい企業を探すのが大変である 
相手企業の同意を得るのが大変である 

買収後に組織に適合してもらうのが大変である 

全
体

 (
n=

10
3)

 



 

6-1. 事業化されなかった技術等の扱い（現状） 
• 事業化されなかった技術等は63％もが死蔵。 
• 活発化を認識している企業ほど、他企業における活用や水面下での検討を続け
る等、実用化に向けて粘っている。 

＜事業化されなかった場合の技術・アイデア等の扱い＞ 

  
  

全体 
(n=97) 

活発化している 
(n=42) 

ほとんど変わらない 
(n=53) 

グループ内企業で実施する 10  6  12  

他企業における活用を図る 6  6  4  

社員／組織のスピンオフ 2  2  2  

水面下で検討を続ける 20  22  18  

そのまま死蔵してしまう 63  63  63  

単位：％ 

自社内のみで研究 

ベンチャー企業のM＆A 
研究開発しないこと

を決定 
切り出し 

研究開発テーマの提案 

全社戦略の策定 

死蔵 

外部連携（共同研究やライセンスイン）して研究 研究開発実施の決定 
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6.1% 
16.3% 

22.4% 
6.1% 

14.3% 
4.1% 

69.4% 
4.1% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自社への復帰が可能な人事制度としている 
出向あるいは兼務扱いとするなど、自社との雇用関係を維持する 

資本金の一部又は全部を出資 
知財のライセンス付与の条件を優遇 

経営等にかかるアドバイス（ハンズオン支援等） 
立ち上げた会社から積極的に製品・サービス等を購入している 

特にやっていない 
その他 活

発
化
して
い
る

 (
n=

49
) 

8.9% 
8.9% 

10.7% 
1.8% 

7.1% 
5.4% 

83.9% 
1.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自社への復帰が可能な人事制度としている 
出向あるいは兼務扱いとするなど、自社との雇用関係を維持する 

資本金の一部又は全部を出資 
知財のライセンス付与の条件を優遇 

経営等にかかるアドバイス（ハンズオン支援等） 
立ち上げた会社から積極的に製品・サービス等を購入している 

特にやっていない 
その他 ほ

とん
ど変

わ
らな
い

 (
n=

56
) 

7.4% 
13.0% 

15.7% 
3.7% 

10.2% 
4.6% 

76.9% 
2.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自社への復帰が可能な人事制度としている 
出向あるいは兼務扱いとするなど、自社との雇用関係を維持する 

資本金の一部又は全部を出資 
知財のライセンス付与の条件を優遇 

経営等にかかるアドバイス（ハンズオン支援等） 
立ち上げた会社から積極的に製品・サービス等を購入している 

特にやっていない 
その他 

全
体

 (
n=

10
8)

 
6-2. 事業化されなかった技術等の扱い（スピンオフに対する支援） 
• 77％の企業で、スピンオフに対する支援は特にやっていない。 
• ただし、活発化を認識している企業ほど、雇用維持、資本金の出資、知財ライセンス
の優遇、ハンズオン支援等のスピンオフのための支援策を実施している。 
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＜社員/組織のスピンオフに対する具体的支援＞ 



２.オープンイノベーション
の推進に向けた取組 



1. オープンイノベーションの推進に係る対外発信 

• 経営計画への明記、経営トップによる発信等、30％の企業でオープンイノベーション
の推進について対外的に発信しているが、67％の企業は特に発信していない。 

• 活発化を認識している企業ほど、オープンイノベーションの推進に向けての対外発信
も積極的。 

19 

＜オープンイノベーションの推進について、対外的に発信しているか＞ 

17.1% 

26.9% 

7.1% 

12.6% 

21.2% 

5.4% 

66.7% 

46.2% 

87.5% 

3.6% 

5.8% 

全体 (n=111) 

活発化している (n=52) 

ほとんど変わらない (n=56) 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営計画等に明記している 経営トップ等が対外的に発信している 特に発信していない その他 



２. オープンイノベーションを推進する仕組み 
• オープンイノベーションの推進に係る仕組みの整備（専門組織の設置や人員の配置等）につ
いて、活発化を認識している企業では46％が設置しているが、認識していない企業では7％
に留まる。 

• しかしながら、仕組みを整備している企業のうち、45％がうまく機能していないと認識している。 
• オープンイノベーションを推進する仕組みにおいては、組織の人員が少ない、実行組織に対す
る強制力がないという人員リソースと権限面の制約が特に課題になっていると考えられる。 

＜仕組みを整備している場合、オープンイノベーションを推進する仕組みはうまく機能しているか＞ 

＜オープンイノベーションの推進する仕組みを整備しているか＞ 

26.1% 

46.2% 

7.1% 

73.9% 

53.8% 

92.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=111) 

活発化している (n=52) 

ほとんど変わらない (n=56) 

55.2% 44.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 (n=29) 
している していない 

35.7% 
46.4% 

21.4% 
17.9% 

42.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

研究開発の実行組織に対して強制力を持たないため、効果が限定的 
人員が少なく、活動できることに限界がある 
予算が少なく、活動できることに限界がある 
研究開発者や組織の理解が得られない 

外部の連携相手を探すのは非常に大変である 

全
体

 (
n=

28
) 

＜オープンイノベーションを推進する仕組みの問題点・課題＞ 
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69.2% 

57.0% 

24.3% 

39.3% 

7.5% 

4.7% 

3.7% 

0.9% 

3.7% 

8.4% 

15.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

展示会等 

論文・学会情報 

特許情報 

仲介事業者の活用 

ニーズ発表会 

ビジネスコンテスト 

ハッカソン・アイデアソン 

アクセラレーションプログラム 

ＣＶＣの設置とベンチャー等への出資 

オープンプラットフォーム上での研究開発 

海外拠点 

全
体

 (
n=

10
7)
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3. 外部連携の相手先を探索するために行っている取組 
• 活発化認識の差によらず、従来から現場が行っている情報収集方法(展示会や論
文・学会情報等)は、積極的に取り組まれている。 

• 従来は行われてこなかった、外部の仲介事業者への活用、異分野の相手先を探す
取組（ニーズ発表会、ビジコン、ハッカソン等）、外部でシーズを育てて取り込む取
組（ベンチャーの育成(アクセラレーションプログラム)、出資(ＣＶＣ設置等)による
連携等）については、活発化を認識している企業ほど、積極的に実施されている。 

＜外部連携先を探索するための取組＞（上位３つまで選択） 



70.0% 
54.0% 

24.0% 
42.0% 

8.0% 
6.0% 
6.0% 

2.0% 
6.0% 

8.0% 
16.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

展示会等 
論文・学会情報 

特許情報 
仲介事業者の活用 

ニーズ発表会 
ビジネスコンテスト 

ハッカソン・アイデアソン 
アクセラレーションプログラム 

ＣＶＣの設置とベンチャー等への出資 
オープンプラットフォーム上での研究開発 

海外拠点 

活
発
化
して
い
る

 (
n=

50
) 
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67.3% 
58.2% 

25.5% 
34.5% 

7.3% 
3.6% 

1.8% 
0.0% 
1.8% 

9.1% 
16.4% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

展示会等 
論文・学会情報 

特許情報 
仲介事業者の活用 

ニーズ発表会 
ビジネスコンテスト 

ハッカソン・アイデアソン 
アクセラレーションプログラム 

ＣＶＣの設置とベンチャー等への出資 
オープンプラットフォーム上での研究開発 

海外拠点 

ほ
とん
ど変

わ
らな
い

 (
n=

55
) 



60.7% 
25.8% 

15.7% 
42.7% 

40.4% 
32.6% 

27.0% 
6.7% 

0.0% 
5.6% 

適当な連携先が見つけられない 
必要な技術やアイデア等を有していない 

製品や技術の品質面で不安がある 
協業していく上で目指すところやスピードが合わない 

ビジネスの慣習、文化が違う 
情報漏洩が心配 

費用分担や知財の取扱い等において合意が困難 
相手に本気で連携に取り組む意欲がない 

言語がわからない 
その他 

0% 50% 100%

(n=89) 

54.9% 
16.5% 

1.1% 
47.3% 
49.5% 

17.6% 
56.0% 

18.7% 
0.0% 
3.3% 

適当な連携先が見つけられない 
必要な技術やアイデア等を有していない 

製品や技術の品質面で不安がある 
協業していく上で目指すところやスピードが合わない 

ビジネスの慣習、文化が違う 
情報漏洩が心配 

費用分担や知財の取扱い等において合意が困難 
相手に本気で連携に取り組む意欲がない 

言語がわからない 
その他 

0% 50% 100%

(n=91) 

50.0% 

29.1% 

9.3% 

64.0% 

34.9% 

11.6% 

40.7% 

17.4% 

0.0% 

2.3% 

適当な連携先が見つけられない 

必要な技術やアイデア等を有していない 

製品や技術の品質面で不安がある 

協業していく上で目指すところやスピードが合わない 

ビジネスの慣習、文化が違う 

情報漏洩が心配 

費用分担や知財の取扱い等において合意が困難 

相手に本気で連携に取り組む意欲がない 

言語がわからない 

その他 

0% 50% 100%

(n=86) 23 

４-1. 相手先別の阻害要因(国内連携先別の比較) 
• 他の連携先と比べ、国内大企業は、費用や知財の取扱における合意の困難さが阻害要因。 
• 他の連携先と比べ、国内ベンチャー企業は、連携先の探索、情報漏洩の懸念が阻害要因。 
• 他の連携先と比べ、国内大学および国内公的研究機関は、スピード感が大きな阻害要因。 

＜国内大企業＞ ＜国内ベンチャー企業＞ 

48.9% 

29.3% 

8.7% 

62.0% 

34.8% 

16.3% 

40.2% 

18.5% 

0.0% 

3.3% 

適当な連携先が見つけられない 

必要な技術やアイデア等を有していない 

製品や技術の品質面で不安がある 

協業していく上で目指すところやスピードが合わない 

ビジネスの慣習、文化が違う 

情報漏洩が心配 

費用分担や知財の取扱い等において合意が困難 

相手に本気で連携に取り組む意欲がない 

言語がわからない 

その他 

0% 50% 100%

(n=92) 

＜国内大学＞ ＜国内公的研究機関＞ 



56.1% 

24.4% 

3.7% 

47.6% 

37.8% 

20.7% 

39.0% 

8.5% 

17.1% 

4.9% 

適当な連携先が見つけられない 

必要な技術やアイデア等を有していない 

製品や技術の品質面で不安がある 

協業していく上で目指すところやスピードが合わない 

ビジネスの慣習、文化が違う 

情報漏洩が心配 

費用分担や知財の取扱い等において合意が困難 

相手に本気で連携に取り組む意欲がない 

言語がわからない 

その他 

0% 50% 100%

(n=82) 

54.9% 

19.5% 

11.0% 

37.8% 

48.8% 

29.3% 

24.4% 

4.9% 

20.7% 

6.1% 

適当な連携先が見つけられない 

必要な技術やアイデア等を有していない 

製品や技術の品質面で不安がある 

協業していく上で目指すところやスピードが合わない 

ビジネスの慣習、文化が違う 

情報漏洩が心配 

費用分担や知財の取扱い等において合意が困難 

相手に本気で連携に取り組む意欲がない 

言語がわからない 

その他 

0% 50% 100%

(n=82) 

48.9% 

29.3% 

8.7% 

62.0% 

34.8% 

16.3% 

40.2% 

18.5% 

0.0% 

3.3% 

適当な連携先が見つけられない 

必要な技術やアイデア等を有していない 

製品や技術の品質面で不安がある 

協業していく上で目指すところやスピードが合わない 

ビジネスの慣習、文化が違う 

情報漏洩が心配 

費用分担や知財の取扱い等において合意が困難 

相手に本気で連携に取り組む意欲がない 

言語がわからない 

その他 

0% 50% 100%

(n=92) 

４-2. 相手先別の阻害要因(国内と国外の比較) 

60.7% 

25.8% 

15.7% 

42.7% 

40.4% 

32.6% 

27.0% 

6.7% 

0.0% 

5.6% 

適当な連携先が見つけられない 

必要な技術やアイデア等を有していない 

製品や技術の品質面で不安がある 

協業していく上で目指すところやスピードが合わない 

ビジネスの慣習、文化が違う 

情報漏洩が心配 

費用分担や知財の取扱い等において合意が困難 

相手に本気で連携に取り組む意欲がない 

言語がわからない 

その他 

0% 50% 100%

(n=89) 

＜国内ベンチャー企業＞ ＜海外ベンチャー企業＞ 

＜海外大学＞ ＜国内大学＞ 

c 

• ベンチャー企業については、技術力や品質について、海外の方に信頼を置いている。 
• 大学については、スピード感および本気度について、海外の方を評価している。 
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３.オープンイノベーション
の推進に係る課題認識 



2.1% 

1.0% 

2.1% 

3.2% 

4.1% 

5.2% 

4.2% 

8.3% 

10.4% 

13.5% 

16.8% 

19.6% 

7.4% 

20.8% 

31.3% 

30.2% 

25.0% 

19.8% 

28.4% 

20.6% 

14.7% 

31.3% 

32.3% 

33.3% 

30.2% 

36.5% 

33.7% 

36.1% 

37.9% 

31.3% 

21.9% 

26.0% 

33.3% 

28.1% 

17.9% 

19.6% 

40.0% 

11.5% 

10.4% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１．トップの経営層のオープン・イノベーションの必要性、目的の理解が十分
でない (n=96) 

２．ＣＴＯのオープン・イノベーションの必要性、目的の理解が十分でない 
(n=96) 

３．研究開発部門のオープン・イノベーションの必要性、目的の理解が十分
でない (n=96) 

４．事業部門のオープン・イノベーションの必要性、目的の理解が十分でない 
(n=95) 

５．トップの経営層等が、技術や情報の流出のおそれがあるとの懸念を持っ
ている (n=97) 

６．トップの経営層等が、社内の技術者、研究者等に余剰が生じると考え
ている (n=95) 

７．オープン・イノベーション活動を行うために必要な予算がつきにくい 
(n=96) 

８．社外との連携に係る意思決定のスピードが、円滑な連携に必要なレベ
ルに達していない (n=96) 

全
体

 

とてもあてはまる ややあてはまる どちらとも言えない あまりあてはまらない 全くあてはまらない 26 

＜Ⅰオープンイノベーションの目的に対する理解＞ 
＜Ⅱオープンイノベーションに取り組むための組織体制の構築＞ 

• オープンイノベーションの必要性・目的の理解については、概ね進んでいる。 
• 社内の研究者等の余剰に対して経営層が懸念を持つ企業はわずか７％であり、
オープンイノベーションを社外に研究を委託するアウトソーシングと混同し、自社の技
術者・研究者が不要になると誤解している可能性は小さい。 

＜阻害要因について当てはまるもの＞ 



11.0% 

5.5% 

10.1% 

3.7% 

35.8% 

25.5% 

30.3% 

32.1% 

30.3% 

21.8% 
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１．社外の技術を探索して社内と社外の技術の優劣をフラットに比較
検討することなく、社内の技術を使う (n=109) 

２．社内の技術が、一元的に把握されていない (n=110) 

３．何を内製化して、何を外から取り込むかの全社的な戦略・方針が
立てられていない (n=109) 

４．社内に死蔵させて活用できていない技術が多くある (n=109) 

全
体

 

とてもあてはまる ややあてはまる どちらとも言えない あまりあてはまらない 全くあてはまらない 27 

＜Ⅲ オープンイノベーションを行うにあたっての戦略策定／技術評価＞ 

• 46％の企業で、社内と社外の技術の優劣をフラットに比較検討することなく、社内
の技術を使う傾向。顧客ニーズから考えるマーケットドリブンではなく、自社内の技術
シーズを前提とした自前技術ドリブンの事業戦略となっている可能性。 

• 「社内の技術が一元的に把握されていない」、「何を内製化して、何を外から取り込
むかの全社的な戦略・方針が立てられていない」、「社内に死蔵させて活用できてい
ない技術が多くある」という課題認識については半々という結果になっており、ベストプ
ラクティスの共有が重要と考えられる。 

＜阻害要因について当てはまるもの＞ 
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１．外部の技術に関する情報収集がうまくいかない 

２．社外の連携先に対して自社のニーズを適切に示せない 

３．社外の連携の技術、アイデア等を適切に評価できない 

４．社内で活用できていない技術をライセンスアウトしたり、スピンアウトで
切り出すなど活用できていない 

とてもあてはまる ややあてはまる どちらとも言えない 28 

＜Ⅳ 連携先の探索＞ 

• 「外部の技術の情報収集がうまくいかない」 「社外の連携先に対して自社のニーズ
を適切に示せない」「社外の技術を適切に評価するのが難しい」という課題の認識
については、半々という結果になっており、 ベストプラクティスの共有が重要と考えら
れる。 

（インバウンド型） 

（アウトバウンド型） 

• 61％の企業が、社内で活用できていない技術を他社にライセンスアウトしたり、ス
ピンアウトで切り出す等の活用ができていない。事業化可能な主体と自社の技術
をつないだり、ベンチャー企業としてスピンアウトする等のノウハウが確立出来ていな
い可能性。 

＜阻害要因について当てはまるもの＞ 



＜Ⅴ 連携先との関係構築＞ 

• 61％の企業で、連携先との協業をコーディネートできる人材が不足。 
• 相手先との間で交渉がうまくかないという課題の認識については半々という結果に
なっており、 ベストプラクティスの共有が重要と考えられる。 
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５．連携先との協業をコーディネートできる人材が不足して
いる 

６．外部連携に際し、相手先との間で、知財の取扱いや
利益の配分等の交渉がうまくいかない 

とてもあてはまる ややあてはまる どちらとも言えない あまりあてはまらない 全くあてはまらない 
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＜阻害要因について当てはまるもの＞ 
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